
 

 

 

 

 

令和元年度 

松本広域連合一般会計等財務書類 

  



（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,498,014 固定負債 638,266 ※

有形固定資産 3,297,579 地方債 366,441
事業用資産 2,087,132 ※ 長期未払金 -

土地 283,813 退職手当引当金 240,899
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 4,085,046 その他 30,925
建物減価償却累計額 △ 2,323,324 流動負債 330,066
工作物 63,652 1年内償還予定地方債 107,760
工作物減価償却累計額 △ 23,134 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 207,734
航空機 - 預り金 14,572
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 968,332
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1,078 固定資産等形成分 4,498,014

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 673,236
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 3,559,749
物品減価償却累計額 △ 2,349,301

無形固定資産 12,340
ソフトウェア 12,340
その他 -

投資その他の資産 1,188,095
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 1,188,095

減債基金 -
その他 1,188,095

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 295,096
現金預金 295,096
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 0
徴収不能引当金 - 3,824,778

4,793,110 4,793,110

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 4,361,330 ※

業務費用 4,061,320 ※

人件費 3,279,554
職員給与費 3,058,339
賞与等引当金繰入額 207,734
退職手当引当金繰入額 △ 40,821
その他 54,302

物件費等 780,175
物件費 411,094
維持補修費 1,432
減価償却費 364,022
その他 3,627

その他の業務費用 1,591 ※

支払利息 1,347
徴収不能引当金繰入額 -
その他 243

移転費用 300,010
補助金等 297,936
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 2,074

経常収益 71,804
使用料及び手数料 5,125
その他 66,679

純経常行政コスト 4,289,526
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 3,281
資産売却益 3,281
その他 -

純行政コスト 4,286,245

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 3,722,313 4,499,746 △ 777,433

純行政コスト（△） △ 4,286,245 △ 4,286,245

財源 4,388,792 4,388,792

税収等 4,383,896 4,383,896

国県等補助金 4,896 4,896

本年度差額 102,547 102,547

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,650 ※ 1,650 ※

有形固定資産等の増加 492,918 △ 492,918

有形固定資産等の減少 △ 441,517 441,517

貸付金・基金等の増加 46,950 △ 46,950

貸付金・基金等の減少 △ 100,000 100,000

資産評価差額 - -

無償所管換等 △ 81 △ 81

その他 - - -

本年度純資産変動額 102,465 ※ △ 1,731 104,197

本年度末純資産残高 3,824,778 ※ 4,498,014 ※ △ 673,236

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 4,033,317 ※

業務費用支出 3,733,307 ※

人件費支出 3,315,563
物件費等支出 414,297
支払利息支出 1,347
その他の支出 2,099

移転費用支出 300,010
補助金等支出 297,936
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 2,074

業務収入 4,460,596
税収等収入 4,383,896
国県等補助金収入 4,896
使用料及び手数料収入 5,125
その他の収入 66,679

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 427,279
【投資活動収支】

投資活動支出 462,372
公共施設等整備費支出 415,422
基金積立金支出 46,950
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 103,281
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 100,000
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 3,281
その他の収入 -

投資活動収支 △ 359,091
【財務活動収支】

財務活動支出 84,503
地方債償還支出 70,159
その他の支出 14,344

財務活動収入 78,500
地方債発行収入 78,500
その他の収入 -

財務活動収支 △ 6,003
62,185

218,339
280,524

前年度末歳計外現金残高 13,695
本年度歳計外現金増減額 877
本年度末歳計外現金残高 14,572
本年度末現金預金残高 295,096

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



　　ア 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　 建物 15年～50年
　　　　 工作物 10年～45年
　　　　 物品 4年～10年
　　イ 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間に基づく定額法によっています。）
　　ウ リース資産
　　　(ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　　(ｲ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

注記

１．重要な会計方針
 (1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法
　 原則として取得原価としています。ただし、取得原価が不明なものは再調達原価としています。
 (2)　有形固定資産等の減価償却の方法

　　該当ありません。

 (3)　引当金の計上基準及び算定方法
　　ア　退職手当引当金
　　　  退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当
　    として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち松本
　    広域連合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。
    イ　賞与等引当金
　　    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費度相当額
　    の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

 (4)　リース取引の処理方法
    ア　ファイナンス・リース取引
　   (ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース
       料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　 ･･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　   (ｲ) (ｱ)以外のファイナンス・リース取引
　　　 ･･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　イ オペレーティング・リース取引
　　　 ･･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

 (5)　資金収支計算書における資金の範囲
　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物をいいます。
　　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い
　　を含んでいます。

 (6)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　　ア　消費税等の会計処理
　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　　イ　物品及びソフトウェアの計上基準
　　　　物品については、取得価格又は見積価格が１００万円以上の場合に資産として計上して
　　　います。
　　ウ　資本的支出と修繕費の区分基準
　　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、原則として法人税法基本通達第７章第８節
　　　によっています。

２．重要な会計方針の変更等
　　該当ありません。

３．重要な後発事象

４．偶発債務
　　該当ありません。



428,626千円
△412,141千円

 基礎的財政収支 16,485千円

収入（歳入） 支出（歳出）
歳入歳出決算書（前年度繰越金を除く。） 4,629,834千円 4,565,713千円
財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 12,543千円 14,479千円

4,642,377千円 4,580,192千円

　　ア　減価償却累計額

５．追加情報
 (1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　　ア　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　 (ｱ) 一般会計
　　 (ｲ) 松本地域ふるさと基金事業特別会計

　　イ　地方自治法第２３５条の５の規定に基づき出納整理期間が設けられていることから、出
　　　納整理期間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
　　　ます。

　　ウ　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
　　エ　繰越事業に係る将来の支出予定額　　48,307千円
    オ　過年度修正に関する事項
    　　調査により判明した固定資産の減少分（物品4品目1,376千円）を計上しています。
 (2)　貸借対照表に係る事項

    　　30,925　千円

    　　　事業用資産／建物 ： 2,323,323,940円
    　　　事業用資産／工作物 ： 23,133,654円
    　　　事業用資産／船舶 ： 0円
    　　　事業用資産／浮標等 ： 0円
    　　　事業用資産／航空機 ： 0円
    　　　事業用資産／その他 ： 0円
    　　　インフラ資産／建物 ： 0円
    　　　インフラ資産／工作物 ： 0円
    　　　インフラ資産／その他 ： 0円
    　　　物品 ： 2,349,301,122円
　　イ　自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

 (3)　純資産変動計算書に係る事項
    ア　純資産における固定資産形成分及び余剰分（不足分）の内容
 　　(ｱ)　固定資産形成分
　　　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
　　 (ｲ)　余剰分（不足分）
　　　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。
 (4)　資金収支計算書に係る事項
    ア　基礎的財政収支（プライマリーバランス）
    　　業務活動収支(支払利息支出を除く)
    　　投資活動収支(基金積立金支出及び基金取崩収入除く)

    イ　既存の決算情報との関連性

   　　 寄贈を受けたことに伴い、物品（消防局軽連絡車：簿価1,294,040円）を無償取得しま
      した。

資金収支計算書
    　 地方自治法第２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書は、「一般会計」を対象範囲として
      いるのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算
    　書と資金収支計算書は松本地域ふるさと基金事業特別会計の分だけ相違します。

　　ウ　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　　　　　資金収支計算書の業務活動収支　427,279 千円
　　　　　　投資活動収入の国県等補助金収入 0 千円
　　　　　　未収債権、未払債務等の増加（減少） 202,922 千円
　　　　　　減価償却費 △364,022 千円
　　　　　　賞与等引当金繰入額 △207,734 千円
　　　　　　退職手当引当金繰入額 40,821 千円
　　　　　　徴収不能引当金繰入額 0 千円
　　　　　　資産除売却損 0 千円
　　　　　　資産除売却益 3,281 千円
　　　　　純資産変動計算書の本年度差額 102,547 千円

    エ　重要な非資金取引



附属明細書
１．一般会計等貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
　　①有形固定資産の明細 （単位：千円）

362,091 3,297,579

276,875 1,210,448

合計 7,743,263 557,999 307,925 7,993,338 4,695,759

- -

 物品 3,412,154 378,579 230,984 3,559,749 2,349,301

- -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　その他 - - - - -

- -

　　工作物 - - - - -

- -

　　建物 - - - - -

- -

　　土地 - - - - -

0 1,078

 インフラ資産 - - - - -

- -

　　建設仮勘定 738 77,281 76,941 1,078 0

- -

　　その他 - - - - -

- -

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - -

3,576 40,518

　　船舶 - - - - -

81,639 1,761,722

　　工作物 63,652 0 0 63,652 23,134

- -

　　建物 3,982,907 102,140 0 4,085,046 2,323,324

0 283,813

　　立木竹 - - - - -

85,216 2,087,132

　  土地 283,813 0 0 283,813 0

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 4,331,110 179,421 76,941 4,433,589 2,346,458

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)



　②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

 事業用資産 - - - -

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生

- 1,925,823 161,309 - - 2,087,132

消防・警察 総務 その他 未設定 合計産業振興

　　立木竹 - - - -

　　土地 - - - -

- - - - - -

122,504 161,309 - - 283,813-

　　工作物 - - - -

　　建物 - - - -

- 40,518 - - - 40,518

1,761,722 - - - 1,761,722-

　　浮標等 - - - -

　　船舶 - - - -

- - - - - -

- - - - --

　　その他 - - - -

　　航空機 - - - -

- - - - - -

- - - - --

 インフラ資産 - - - -

　　建設仮勘定 - - - -

- - - - - -

1,078 - - - 1,078-

　　建物 - - - -

　　土地 - - - -

- - - - - -

- - - - --

　　その他 - - - -

　　工作物 - - - -

- - - - - -

- - - - --

 物品 - - - -

　　建設仮勘定 - - - -

- 1,194,455 15,993 - - 1,210,448

- - - - --

3,120,277 177,302 - - 3,297,579合計 - - - - -



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：千円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0 0

0 0 0

0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：千円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

0

0

0

合計 0 0 0 0 0 - 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0

0 0

0 0

合計 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0



④基金の明細 （単位：千円）

消防施設等整備基金 179,540 179,540

松本地域ふるさと基金 298,685 709,870 1,008,555

0

合計 478,225 709,870 0 0 1,188,095 0

(参考)財産に関す
る

調書記載額
種類 現金預金 有価証券 土地 その他

合計
(貸借対照表計上

額)



⑤貸付金の明細 （単位：千円）

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

合計 0 0 0 0 0

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

その他の貸付金

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金 （参考）

貸付金計

地方公営事業

一部事務組合・広域連合



⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

小計 0 0

合計 0 0

第三セクター等

【貸付金】

【未収金】

税等未収金

その他の未収金

その他の貸付金



⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

小計 0 0

合計 0 0

その他の未収金

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

【未収金】

税等未収金



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業 474,201 107,760 78,369 395,832

　　その他

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計 474,201 107,760 0 0 78,369 0 0 0 0 395,832

【特別分】

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

【通常分】



②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

474,201 474,201

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

474,201 107,760 114,774 105,897 81,976 20,558 26,730 16,506

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

（参考）
加重平均

利率

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

投資損失引当金 0

徴収不能引当金 0

徴収不能引当金 0

退職手当引当金 281,721 △ 40,822 240,899

損失補償等引当金 0

賞与等引当金 202,921 207,734 202,921 207,734

合計 484,642 166,912 202,921 0 448,633

固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

計

退職手当支給事務負
担金

アルプスの風観光推
進協議会負担金

信州夢街道フェスタ負
担金

信濃の国楽市楽座負
担金

その他

計

290 観光振興等

その他の補助金等
信濃の国楽市楽座実
行委員会

300 観光振興等

合計 297,936

長野県市町村総合事
務組合

273,769
地方自治法に基づく事
務委託

297,936

アルプスの風観光推
進協議会

2,910 観光振興等

20,667

信州夢街道フェスタ実
行委員会

（単位：千円）

区分 相手先 金額 支出目的

他団体への公共施設等整備補助金
等 
(所有外資産分）

0



（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額
4,381,437

2,459

4,383,896

計 0
地域発元気づくり支援金 4,896

計 4,896
4,896

4,388,792

0

計 0

計 0
0
0

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

分担金及び負担金
寄附金

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計

税収等

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 4,286,245 4,896 3,925,588 355,761

有形固定資産等の増加 492,918 78,500 414,418

貸付金・基金等の増加 46,950 43,890 3,060

その他 0

合計 4,826,113 4,896 78,500 4,383,896 358,821

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額

内訳



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金 280,524

要求払預金

短期投資

合計 280,524
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